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一部に既存の公共交通システム等を活用する場合の研究 

過年度調査では、コスト縮減や需要喚起等の方策について継続的に検討を行ってきたが、検討対象

としたいずれの公共交通システムおいても、事業採算性を確保することが困難であり、Ｂ／Ｃが 1.0

を大きく下回っている。 

本年度調査においては、早期実現や財政負担の軽減等の観点から、既存の公共交通システムの活用

や一部区間を路線バス等に代替させるなど、鉄軌道以外の公共交通システムの導入可能性について研

究を行った。ただし、この場合、乗り換え時間や待ち時間等が増加することが想定され、那覇市と名

護市間を１時間圏内で結ぶという目標を達成することは困難であるため、一つの参考ケースという位

置付けで検討を行った。 

具体的には、中南部から中部への公共交通システムについては既存の公共交通システムを活用し、

中部から北部の公共交通システムに普通鉄道を導入して両者を連携させる場合について検討し、需要

予測を行うとともに、概算事業費、事業採算性及びＢ/Ｃ等について計測を行った。 

6.1  検討ケースの設定 

検討ケースは、鉄軌道と同様に糸満市・名護市間の整備を基本とし、糸満市・那覇市間については

国道 331 号（小禄バイパス・豊見城道路・糸満道路）を導入空間として、公共交通システムとして

ＢＲＴを想定した。那覇市付近は既存の沖縄都市モノレール（以下、ゆいレールと称す）を活用する

ものとし、那覇市付近・名護市間については、新都心・名護間を普通鉄道（国道 330号・うるま市・

恩納村経由）で整備する案とした。 

表 検討ケースの設定 

糸満市～那覇市間（区間①） 那覇市付近（区間②） 那覇市・名護市間（区間③） 

ＢＲＴ 

糸満市役所～赤嶺間 

国道 331 号（小禄バイパス・豊見城道路・糸満道路） 

跨座式モノレール 

ゆいレール 

赤嶺・那覇空港～おもろまち間 

普通鉄道 

新都心～名護間 

国道 330 号・うるま市・恩納村 

参考までに、現行のサービス水準を整理すると、糸満市役所・名護バスターミナル間の所要時間

は、乗車時間が約２時間であり、乗り換え時間を考慮すると、約２時間半かかる状況となっている。

また、旅客運賃については、合計で 3,000 円弱となっている。 

表 現行のサービス水準（糸満市役所・名護バスターミナル間）の一例 

公共交通システム 路線バス 路線バス 高速バス － 

乗車区間 糸満市役所・高嶺入口間 高嶺入口・国場間 国場・名護バスターミナル間 合 計 

区間延長 約 2.6km 約 10.7km 約 68.5km 約 81.8km 

中間停留所数 7 23 15 － 

所要時間 約 6分 約 31分 約 87分 約 124分 ※乗り換え時間除く 

区間運賃 160円 480円 2,060円 2,700円 

表 現行のサービス水準（糸満ロータリー・名護バスターミナル間）の一例 

公共交通システム 路線バス ゆいレール 高速バス － 

乗車区間 糸満ロータリー・赤嶺駅前間 赤嶺・旭橋間 那覇バスターミナル・名護バスターミナル間 合 計 

区間延長 約 7.7km 約 3.4km 約 72.2km 約 83.3km 

中間停留所数 18 3 14 － 

所要時間 約 23分 約 7分 約 81分 約 111分 ※乗り換え時間除く 

区間運賃 510円 270円 2,140円 2,920円 
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6.2  ＢＲＴ整備区間の路線計画 

ＢＲＴの導入空間については、一般道区間で片側２車線以上ある道路については、速達性や定時

性確保の観点から１車線をＢＲＴ専用レーンとするものとし、片側１車線道路については一般車と

混合通行を許容するものとした。 

ＢＲＴの停留所については、既存の路線バスの停留所を参考にするものの、速達性向上の観点か

ら、名古屋市の基幹バス（基幹２号系統）や那覇市～沖縄市間の基幹急行バス等を参考に設定した。 

 

   

写真 名古屋市基幹バス（基幹２号系統） 

 
図 名古屋市基幹バス路線図（基幹２号系統） 

 
表 朝ピーク時における基幹バス（引山⇒大津通）のサービス水準 

中央走行方式区間 引山⇒大津通 

区間延長 約 9.5km 

中間停留所数 14 

平均停留所間隔 約 0.63km 

所要時間 約 37 分 

表定速度 約 15km/h 

運行本数（8 時台） 市営バス 13 本・名鉄バス６本 

区間運賃 210円 
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図 基幹急行バス（那覇ＢＴ・コザ）の広報資料 

 
表 朝ピーク時における基幹急行バス（コザ⇒那覇ＢＴ）のサービス水準 

基幹急行バス区間 コザ⇒那覇バスターミナル 

区間延長 約 22.5km 

中間停留所数 13 

平均停留所間隔 約 1.61km 

運行系統数 4 系統 

所要時間 約 72 分 

表定速度 約 19km/h 

区間運賃 890円 
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 ＢＲＴ車両の概要 

ＢＲＴ整備区間（糸満市役所・赤嶺間）で使用するバス車両については、需要見込みや運行頻度等

を踏まえて、環境に優しい最新鋭の大型電気バスの導入を想定した。 

 

表 ＢＲＴ車両の概要 

公共交通システム ＢＲＴ 

車両タイプ 電気バス（大型車 12mタイプ） 電気バス（小型車 7mタイプ） 

車両写真 

（車両イメージ） 

  

参考車両 
平和交通（千葉市） 

ＢＹＤ・大型電気バス「Ｋ８」中国製 

京阪バス（京都市） 

ＢＹＤ・小型電気バス「Ｊ６」中国製 

車両編成 １車体 １車体 

車両定員 80人（座席 26人） 28人（座席 9人） 

全長・全幅・全高 10.50m×2.50m×3.36m 6.99m×2.08m×3.06m 

最小回転半径 9.3m 7.9m 

車両価格 約 0.4億円／台（消費税抜き） 約 0.2億円／台（消費税抜き） 

備 考 
環境にやさしい最新鋭の電気バス 

フル充電（6時間）で約 220km走行可能 

環境にやさしい最新鋭の電気バス 

フル充電で約 200km走行可能 

【参考】車両タイプ 水素燃料電池バス（大型車 12mタイプ） ハイブリッド連節バス（18mタイプ） 

車両写真 

（車両イメージ） 

  

参考車両 
ＪＲ東日本（ジェイアールバス関東） 

トヨタ自動車水素燃料電池バス「SORA」 

YOKOHAMA BAYSIDE BLUE（横浜市交通局） 

日野ブルーリボンハイブリッド連節バス 

車両編成 １車体 ２車体連節固定編成 

車両定員 78人（座席 22人） 113人（座席 37人） 

全長・全幅・全高 10.525m×2.49m×3.35m 17.99m×2.495m×3.26m 

最小回転半径 8.5m 9.7m 

車両価格 約 1.0億円／台（消費税抜き） 約 0.99 億円／台（消費税抜き） 

備 考 国産初の水素燃料電池バス 国産初のハイブリッド連節バス 
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 ＢＲＴ整備区間の路線計画 

ＢＲＴ整備区間の路線計画、所要時間及び表定速度を下表に示す。 

ＢＲＴは各停留所停車のみの運行とし、停留所間の所要時間については、既存の路線バスの時刻

表や道路の旅行速度等を参考に設定した。 

その結果、糸満市役所・赤嶺間の所要時間は約 17分、表定速度は約 29km/h となった。ちなみに、

普通鉄道のケース２（国道 330号・うるま市・恩納村＋空港接続線（全線複線案））の旭橋・名護間

の快速列車の表定速度は約 72km/hである。 

 

表 ＢＲＴ整備区間の路線計画・所要時間・表定速度 

整備区間 
【導入空間】 

停留所名 キロ程 
所要時間 

（ ）は累計値 表定速度 

糸満市～那覇市間 
（区間①） 

【国道 331号】 
・小禄バイパス 
・豊見城道路 
・糸満道路 

糸満市役所 0.00km － － 

西崎 1.83km 3 分（3分） 37km/h 

豊崎 3.78km 4 分（7分） 29km/h 

赤嶺 8.30km 10 分（17分） 27km/h 

糸満市役所～赤嶺間 延長 8.30km 17 分 29km/h 

 

ＢＲＴ専用レーンは、歩道側から直接乗降可能なサイドリザベーション方式（側方走行方式）を

採用した。 

 

 

【国道 331号 50m 区間（上段：一般部・下段：停留所部）】 

 
【国道 331号 30m 区間（上段：一般部・下段：停留所部）】 

図 ＢＲＴ専用レーン区間の道路横断構成図 
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 ＢＲＴ整備区間の運行間隔と輸送力の設定 

糸満市役所・赤嶺間の運行間隔は、ゆいレールとの接続を踏まえて、ゆいレールの最小運行間隔

と同じ４分間隔（15 本／時）と設定し、１時間当たりの輸送力は 1,200人／時となった。なお、Ｂ

ＲＴについては定員までの乗車（混雑率 100％）を限度とした。 

 

表 ＢＲＴ整備区間の運行間隔・輸送力等 

ＢＲＴ整備区間 糸満市役所・赤嶺間（区間①） 

導入空間 国道 331号（小禄バイパス・豊見城道路・糸満道路） 

走行方式 サイドリザベーション・専用レーン 

路線延長（営業キロ） 約 8.30km 

運行間隔 ４分間隔（15本／時） 

車両タイプ 電気バス（大型車 12mタイプ） 

車両定員 80人／台 

１時間当たり輸送力 1,200人／時（80人×15本） 

旅客運賃（ゆいレール並） 300円 

 

 ピーク時の最大断面交通量及び混雑率 

ピーク時の最大断面交通量及び混雑率を以下に示す。ピーク率については、ゆいレールの実績値

である 20％を採用している。なお、ゆいレール区間（区間②）の利用者数については、内々の交通

量は除いており、区間①及び区間③を関連する利用者のみを表記している。 

 

表 ピーク時の最大断面交通量・混雑率 

整備区間 最大断面交通量・混雑率 

区間① 

整備区間 糸満市役所・赤嶺間 

公共交通システム ＢＲＴ（大型電気バス） 

ピーク時輸送力 1,200人／時 

ピーク時最大断面 豊崎・赤嶺 

ピーク時最大断面交通量 557人／時 

ピーク時最大断面混雑率 46％ 

区間② 

整備区間 赤嶺・おもろまち間 

公共交通システム ゆいレール 

ピーク時輸送力 3,405人／時 

ピーク時最大断面 安里・おもろまち 

ピーク時最大断面交通量 2,470人／時 

ピーク時最大断面混雑率 73％ 

区間③ 

整備区間 新都心・名護間 

公共交通システム 普通鉄道 

ピーク時輸送力 3,600人／時 

ピーク時最大断面 内間・浦添市役所西 

ピーク時最大断面交通量 3,379人／時 

ピーク時最大断面混雑率 94％ 
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（人／時）                                                            （混雑率） 

  

図 ピーク時断面交通量・混雑率 

（人／時）                                                           （混雑率） 

 
※ピーク率はゆいレールの実績値 20％を想定した。 

図 普通鉄道・ケース２（国道 330 号・うるま市・恩納村＋空港接続線（全線複線案））のピーク時断面交通量・混雑率 
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 ＢＲＴ整備区間の概算事業費の算出 

ＢＲＴ整備区間の概算事業費は約 45億円、キロ当たりでは約５億円/kmとなった。 

 

表 ＢＲＴ整備区間の概算事業費 

ＢＲＴ整備区間 糸満市役所・赤嶺間（区間①） 

導入空間 国道 331号（小禄バイパス・豊見城道路・糸満道路） 

走行方式  サイドリザベーション・専用レーン 

路線延長（営業キロ） 約 8.30km 

停留所数 ４箇所（既設改良含む） 

導入車両数 13台（予備車含む） 

概算事業費 

工事費 約 38億円 

車両費  約７億円 

合計 約 45億円（約５億円／km） 

注）概算事業費は令和３年度価格、消費税、建設利息を含まない。 
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 ＢＲＴの補助制度等の整理 

(1) 地域公共交通に関する補助制度 

わが国における地方公共交通に関する補助制度としては、『地域公共交通確保維持改善事業』が

あり、①地域公共交通確保維持事業、②地域公共交通バリア解消促進等事業、③地域公共交通調査

等事業の３つに分けられる。 

なかでも、②地域公共交通バリア解消促進等事業については、公共交通のバリアフリー化、利用

環境の改善、地域鉄道の安全性向上に分類され、それぞれについて関連する支援制度等が設けられ

ている。 

 

 

出典：地域公共交通に関する補助制度について（国土交通省） 

<https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/content/000240930.pdf> 

図 地域公共交通関係の支援制度 
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1) 地域公共交通バリア解消促進等事業 

 
出典：地域公共交通に関する補助制度について（国土交通省） 

<https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/content/000240930.pdf> 

図 地域公共交通バリア解消促進等事業（利用環境改善促進等事業） 

 
2) 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 

 
出典：地域公共交通に関する補助制度について（国土交通省） 

<https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/content/000240930.pdf> 

図 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 



  

6-11 
 

3) 低炭素化に向けたＬＲＴ・ＢＲＴ導入利用促進事業（環境省連携事業） 

 
出典：地域公共交通に関する補助制度について（国土交通省） 

<https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/content/000240930.pdf> 

図 低炭素化に向けたＬＲＴ・ＢＲＴ導入利用促進事業（環境省連携事業） 

4) （独）鉄道・運輸機構の出資制度の概要 

 
出典：地域公共交通に関する補助制度について（国土交通省） 

<https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/content/000240930.pdf> 

図 （独）鉄道・運輸機構の出資制度の概要 
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(2) ＢＲＴの補助制度等の整理 

1) ＢＲＴの全国の導入状況 

ＢＲＴの定義は曖昧なところがあるが、令和３年４月現在、全国で 24箇所導入されている。そ

のうち、連節バスは 16 箇所、バス専用道等は８箇所で導入されている。また、鉄道の廃線敷を活

用した事例は５箇所となっている。 

なお、名古屋市の基幹バスやガイドウェイバスもＢＲＴとして整理されている。 

 

 

出典：ＢＲＴの整備等に対する総合的な支援スキーム（国土交通省） 

図 ＢＲＴの全国の導入状況 

 

   
写真 東京ＢＲＴの連節バス（京成バス）     写真 福岡ＢＲＴの連節バス（西鉄バス）  
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2) ＢＲＴの補助制度等の整理 

ＢＲＴの補助制度等については、地方公共団体等向けの『社会資本整備総合交付金』、事業者向け

の『地域公共交通確保維持改善事業』、『訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業』がある。 

前者の社会資本整備総合交付金については、いわゆるインフラ部（走行路面や停留所等）を補助

対象としているのに対して、後者の地域公共交通確保維持改善事業及び訪日外国人旅行者受入環境

整備緊急対策事業については、車両やシステム等を補助対象としている。 

また、国土交通省・環境省連化事業として、『脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事

業』が創設されており、車両の導入や車両整備場等の整備等を補助対象としている。 

 

 

出典：ＢＲＴの整備等に対する総合的な支援スキーム（国土交通省） 

図 ＢＲＴの整備等に対する総合的な支援スキーム 
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